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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第99期
第２四半期
連結累計期間

第100期
第２四半期
連結累計期間

第99期
第２四半期
連結会計期間

第100期
第２四半期
連結会計期間

第99期

会計期間

自　平成20年
　　　12月１日
至　平成21年
　　　５月31日

自　平成21年
　　　12月１日
至　平成22年
　　　５月31日

自　平成21年 
　　　３月１日
至　平成21年 
　　　５月31日

自　平成22年
　　　３月１日
至　平成22年
　　　５月31日

自　平成20年
　　　12月１日
至　平成21年
　　　11月30日

売上高 (百万円) 5,360 12,652 2,343 7,572 13,384

経常利益 (百万円) △3,789 △1,081 △2,036 △255 △6,474

四半期(当期)純利益 (百万円) △3,667 △1,046 △1,973 △251 △6,651

純資産額 (百万円) ― ― 21,527 17,144 18,326

総資産額 (百万円) ― ― 38,580 38,711 37,321

１株当たり純資産額 (円) ― ― 317.55 253.50 271.08

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) △57.36 △16.37 △30.86 △3.93 △104.04

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 52.62 41.86 46.43

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,235 △370 ― ― △4,697

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,098 50 ― ― △1,359

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,132 △180 ― ― 4,960

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 17,867 14,471 14,972

従業員数 (名) ― ― 1,243 1,210 1,225

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　経常利益、四半期（当期）純利益及び１株当たり四半期（当期）純利益金額の△印は損失を示している。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については潜在株式がないため記載していない。

４　従業員数は就業人員数である。

５　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年５月31日現在

従業員数(名) 1,210

(注) 従業員数は就業人員数である。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年５月31日現在

従業員数(名) 942

(注) 従業員数は就業人員数であり、関係会社等への出向者25名を含んでいない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

繊維機械事業 5,421 457.1

工作用機器事業 946 107.6

その他の事業 229 103.7

合計 6,597 288.4

(注) １　金額は、販売価格によっている。
２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(百万円)
前年同四半期比
（％）

繊維機械事業 8,633 422.6 6,836 412.0

工作用機器事業 1,196 263.2 1,050 146.6

その他の事業 156 64.1 19 19.1

合計 9,986 364.2 7,906 319.2

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

繊維機械事業 6,258 432.6

工作用機器事業 1,058 161.9

その他の事業 255 104.9

合計 7,572 323.1
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(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

丸紅テクマテックス㈱ 603 25.8 3,502 46.3

２　本表の金額には、消費税等は含まれていない。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

　なお、重要事象等は存在していない。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

　

(１)　業績の状況

当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、政府による経済対策の効果と新興国の経済発展に伴う輸出

の増加などから、一部に回復の兆しが見られたものの、雇用情勢にはいまだに改善が見られず、また、欧州の

財政不安やユーロをはじめとする為替変動など国際経済は不安定な状況が続いており、全体としては引き

続き厳しい状況が続いている。こうした中、当社グループは受注の確保に注力した。工作用機器事業では、国

内の工作機械業界や自動車業界の回復が遅れたため、新興国市場の設備投資はあるものの総じて低調に推

移したが、繊維機械事業では、中国市場の繊維機械に対する設備投資の回復を受けて受注が増加した。 

　この結果、当第２四半期連結会計期間の受注高は9,986百万円（前年同期比264.2％増）、売上高は7,572百

万円（同比223.1％増）とそれぞれ大幅に増加した。損益面では、生産が低調に推移する中、総経費の圧縮を

図っているが、営業損失は221百万円（前年同期　営業損失2,008百万円）、経常損失255百万円（同　経常損

失2,036百万円）、四半期純損失251百万円（同　四半期純損失1,973百万円）と、損失計上を余儀なくされ

た。 

　事業の種類別セグメントの状況は次のとおりである。 

 

＜繊維機械事業＞ 

　繊維機械事業を取り巻く環境は、中心市場の中国市場で大規模な景気対策の効果による内需向けフィラメ

ント織物の需要拡大が背景となって、原糸製造分野をはじめとしたフィラメント織物用の繊維機械に対す

る設備投資が活発になっている。こうした状況に対し、当事業ではフィラメント織物用のウォータジェット

ルームやサイジングマシンの販売に注力した。中国メーカー製の安価なウォータジェットルームとの厳し

い価格競争があったが、高級織物を目指す顧客層に対して織機性能をアピールし、受注を増やした。中国以

外の市場では、パキスタン市場で繊維業界に対する政府の優遇措置（借入金に対する利子補給）や綿織物

業界の好調などにより設備投資意欲の改善が見られた。インド市場は、タオル織物用エアジェットルームの

商談が増えたが、金融引き締めや原綿価格の高騰などのマイナス要因もあり、期待した伸びには至っていな

い。 

EDINET提出書類

津田駒工業株式会社(E01524)

四半期報告書

 5/29



　この結果、繊維機械事業の受注高は8,633百万円（前年同期比322.6％増）、売上高は6,258百万円（同比

332.6％増）と大幅に増加した。損益面では、受注売上の増加に伴う生産の増加により操業状態等に回復の

兆しが見られるものの、営業利益は１百万円（前年同期営業損失1,106百万円）にとどまった。 

 

＜工作用機器事業＞ 

　工作用機器事業を取り巻く環境は、政府の景気対策を受けたデジタル・家電関連業界や航空機、発電関連

分野などで設備投資の改善が見られた。海外市場では新興国を中心とした自動車産業や鉄道車両関連業界

で設備投資が進んでいる。こうした状況に対し、当事業ではNC円テーブルやマシンバイスを中心として、小

型部品加工用から大型部品加工用まで幅広い製品ラインアップをアピールしながら、さまざま機械加工業

界に販売活動を展開し、受注確保に注力した。また、新製品のミーリングヘッドは大型部品加工の分野で実

績を伸ばした。しかし、国内の工作機械業界や自動車業界の低迷の影響は避けられず、総じて低調に推移し

た。 

　この結果、工作用機器事業の受注高は1,196百万円（前年同期比163.2％増）と増加した。売上高は1,058百

万円（同比61.9％増）となった。一方損益面では、生産調整の影響もあり、営業損失196百万円（前年同期営

業損失668百万円）となった。 

 

＜その他の事業＞ 

　鋳鉄鋳物部門は、繊維機械事業でウォータジェットルームの受注増加に伴い、本体生産に先行して鋳物部

品の生産が増加した。また、外部からの受注活動を進めた結果、自動車部品や鉄道関連部品の生産受託が

徐々に増え始めた。連結子会社である共和電機工業㈱で行っている電装機器事業は、国内の設備投資の冷え

込みの影響を受けて低調に推移した。 

　この結果、その他の事業の受注高は156百万円（前年同期比35.9％減）、売上高は255百万円（同比4.9％

増）、営業損失26百万円（前年同期営業損失233百万円）となった。 

　

(２)　財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,390百万円増加し38,711百万円と

なった。主な増減は、売上の増加に伴う債権の増加及び生産の増加に伴うたな卸資産の増加である。負債は、

前連結会計年度末に比べ2,572百万円増加し21,566百万円となった。主として、生産の増加による仕入債務

の増加に伴うものである。純資産は、四半期純損失1,046百万円を計上したこと等から、前連結会計年度末に

比べ1,182百万円減少し17,144百万円となり、自己資本比率は41.9％となった。
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(３)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況については、次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失258百万円の計上があったものの、

仕入債務の増加等により、777百万円（前年同四半期マイナス645百万円）となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等があったものの定期預金の

払戻し等により、95百万円（前年同四半期マイナス315百万円）となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入の返済による支出等により、マイナス93百万円（前年

同四半期プラス3,287百万円）となった。

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第１四半期連結会計

期間末に比べ、778百万円増加し14,471百万円となった。

　

(４)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

　

(５)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の主な研究開発活動の金額は324百万円である。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はない。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 199,003,000

計 199,003,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年７月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,075,55268,075,552
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式である。
なお、単元株式数は1,000株で
ある。

計 68,075,55268,075,552　 　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項なし

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項なし
　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項なし
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年３月１日～
平成22年５月31日

― 68,075 ― 12,316 ― 3,100

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

津田駒取引先持株会 金沢市野町５丁目18番18号 7,294 10.71

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 3,900 5.73

株式会社北陸銀行 富山市堤町通り１丁目２番26号 2,580 3.79

株式会社北國銀行 金沢市下堤町１番地 2,320 3.41

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 2,105 3.09

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 1,775 2.61

ツダコマ従業員持株会 金沢市野町５丁目18番18号 1,433 2.11

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,220 1.79

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口　９）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,147 1.68

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目４番２号 1,023 1.50

計 ― 24,798 36.43

(注)  １　上記所有株式数のうち信託業務に係る株式数は次のとおりである。

　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　　　1,220千株

　　 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　　　1,147千株

　　　２　上記のほか当社所有の自己株式4,145千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.09％)がある。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
  普通株式

4,145,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式
63,592,000

63,592 同上

単元未満株式
普通株式

338,552
― 同上

発行済株式総数 68,075,552― ―

総株主の議決権 ― 63,592 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」には証券保管振替機構名義の株式が5,000(議決権５個)含まれている。　

２　「単元未満株式」には当社所有の自己株式が263株含まれている。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
津田駒工業株式会社

金沢市野町５丁目18番18号4,145,000 ― 4,145,0006.09

計 ― 4,145,000 ― 4,145,0006.09

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　12月

平成22年
　１月 　２月 　３月 　４月 　５月

最高(円) 123 158 141 178 194 172

最低(円) 103 114 115 135 162 127

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。

　

EDINET提出書類

津田駒工業株式会社(E01524)

四半期報告書

11/29



第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年３月１日から平成21年５月31日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20年12月１日から平成21年５月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21年12月１日から平成22年５月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年３月１

日から平成21年５月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成21年５月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年３月１日から平成22年５月31日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年12月１日から平成22年５月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、明澄監査法人により四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,858 15,520

受取手形及び売掛金 7,693 5,607

有価証券 203 202

製品 1,427 1,595

仕掛品 1,579 1,044

原材料及び貯蔵品 390 350

その他 161 328

貸倒引当金 △13 △12

流動資産合計 26,301 24,636

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※3
 3,489

※3
 3,638

機械装置及び運搬具（純額） ※3
 2,334

※3
 2,626

土地 ※3
 3,630

※3
 3,630

建設仮勘定 845 598

その他（純額） 388 387

有形固定資産合計 ※1
 10,688

※1
 10,881

無形固定資産 90 92

投資その他の資産

投資有価証券 1,491 1,571

その他 569 568

貸倒引当金 △430 △429

投資その他の資産合計 1,631 1,710

固定資産合計 12,410 12,684

資産合計 38,711 37,321
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,790 1,410

短期借入金 ※3
 5,389

※3
 4,973

未払法人税等 38 45

受注損失引当金 1 －

未払金 3,793 2,646

その他 1,250 1,049

流動負債合計 13,263 10,125

固定負債

長期借入金 ※3
 3,981

※3
 4,576

退職給付引当金 4,134 4,104

役員退職慰労引当金 31 31

環境対策引当金 157 157

その他 － 0

固定負債合計 8,303 8,869

負債合計 21,566 18,994

純資産の部

株主資本

資本金 12,316 12,316

資本剰余金 10,354 10,354

利益剰余金 △5,040 △3,994

自己株式 △1,235 △1,235

株主資本合計 16,394 17,441

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △188 △110

評価・換算差額等合計 △188 △110

少数株主持分 938 995

純資産合計 17,144 18,326

負債純資産合計 38,711 37,321
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年５月31日)

売上高 5,360 12,652

売上原価 7,530 11,993

売上総利益又は売上総損失（△） △2,170 659

販売費及び一般管理費 ※
 1,567

※
 1,686

営業損失（△） △3,737 △1,027

営業外収益

受取利息 10 3

受取配当金 10 7

還付加算金 9 －

その他 16 21

営業外収益合計 47 33

営業外費用

支払利息 69 75

為替差損 17 9

その他 12 3

営業外費用合計 99 87

経常損失（△） △3,789 △1,081

特別利益

貸倒引当金戻入額 3 0

特別利益合計 3 0

特別損失

固定資産処分損 4 3

貸倒引当金繰入額 1 0

特別損失合計 6 4

税金等調整前四半期純損失（△） △3,792 △1,086

法人税、住民税及び事業税 7 12

法人税等調整額 △0 1

法人税等合計 6 13

少数株主損失（△） △131 △53

四半期純損失（△） △3,667 △1,046
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年５月31日)

売上高 2,343 7,572

売上原価 3,585 6,871

売上総利益又は売上総損失（△） △1,241 700

販売費及び一般管理費 ※
 766

※
 922

営業損失（△） △2,008 △221

営業外収益

受取利息 3 1

受取配当金 0 0

還付加算金 9 －

その他 9 7

営業外収益合計 23 9

営業外費用

支払利息 43 37

為替差損 7 3

その他 0 1

営業外費用合計 51 43

経常損失（△） △2,036 △255

特別利益

貸倒引当金戻入額 1 △0

特別利益合計 1 △0

特別損失

固定資産処分損 3 2

投資有価証券評価損 △27 －

貸倒引当金繰入額 － 0

特別損失合計 △24 2

税金等調整前四半期純損失（△） △2,010 △258

法人税、住民税及び事業税 3 7

法人税等調整額 △1 △0

法人税等合計 2 6

少数株主損失（△） △39 △13

四半期純損失（△） △1,973 △251
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年12月１日
　至 平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3,792 △1,086

減価償却費 657 542

受取利息及び受取配当金 △21 △11

支払利息 69 75

売上債権の増減額（△は増加） 3,186 △1,986

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,033 △380

仕入債務の増減額（△は減少） △3,108 2,576

退職給付引当金の増減額（△は減少） △101 29

その他 △102 △63

小計 △2,178 △303

利息及び配当金の受取額 20 11

利息の支払額 △69 △70

法人税等の支払額 △6 △7

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,235 △370

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 50 160

有形固定資産の取得による支出 △1,097 △98

投資有価証券の取得による支出 △48 △0

その他 △2 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,098 50

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,000 －

長期借入れによる収入 3,400 －

長期借入金の返済による支出 △170 △178

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △94 △0

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,132 △180

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,798 △501

現金及び現金同等物の期首残高 16,069 14,972

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 17,867

※
 14,471
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項なし

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結累計期間において区分掲記していた営業外収益の「還付加算金」は、営業外収益の総額の100

分の20以下となったため、「その他」に含めて表示することに変更した。

　なお、当第２四半期連結累計期間の「その他」に含めた「還付加算金」は３百万円である。

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

（四半期連結貸借対照表関係）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣

府令第50号）が適用となることに伴い、前第２四半期連結会計期間において、「製品」「半製品」「原材料」

「仕掛品」として掲記されていたものは、当第２四半期連結会計期間において、「製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」に区分掲記している。

　なお、当第２四半期連結会計期間の「製品」に含まれる「半製品」は637百万円、「原材料及び貯蔵品」に含ま

れる「原材料」は375百万円であり、前第２四半期連結会計期間において「その他」に含まれていた「貯蔵品」

は12百万円である。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結会計期間において区分掲記していた営業外収益の「還付加算金」は、営業外収益の総額の100

分の20以下となったため、「その他」に含めて表示することに変更した。

　なお、当第２四半期連結会計期間の「その他」に含めた「還付加算金」は０百万円である。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度

に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっている。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項なし

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

（受注損失引当金）

第１四半期連結会計期間において受注した契約に損失が見込まれ、重要性が増したため、第１四半期連結会計期

間より当該損失見込額を受注損失引当金として計上している。この結果、当第２四半期連結累計期間の営業損失、

経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ１百万円増加している。 

また、セグメント情報に与える影響は、該当箇所に記載している。　 
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年２月28日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　34,100百万円

　２　保証債務

　　　該当事項なし

※３　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりである。

建物及び構築物 2,712百万円

機械装置及び運搬具 581

土地 2,049

計 5,343

　　　担保付債務は次のとおりである。

短期借入金 1,090百万円

長期借入金 2,690

計 3,780

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　33,741百万円

　２　保証債務

　　　該当事項なし

※３　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりである。 

建物及び構築物 2,829百万円

機械装置及び運搬具 652

土地 2,049

計 5,531

　　　担保付債務は次のとおりである。 

短期借入金 715百万円

長期借入金 3,235

計 3,950

 
　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成21年12月１日 
  至　平成22年５月31日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

荷造運送費 103百万円

給料手当 455

賞与 112

退職給付費用 101

旅費交通費 145
 

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

荷造運送費 247百万円

給料手当 434

賞与 94

退職給付費用 90

旅費交通費 151
 

　

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年３月１日
至  平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年３月１日
至  平成22年５月31日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

荷造運送費 43百万円

給料手当 227

賞与 52

退職給付費用 47

旅費交通費 69
 

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりである。

荷造運送費 155百万円

給料手当 225

賞与 42

退職給付費用 45

旅費交通費 86
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成21年12月１日 
  至　平成22年５月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 18,415百万円

有価証券勘定 　　 232

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
   △750

償還期間が３ヵ月を超える

債券等
    △30　　

現金及び現金同等物   17,867
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 14,858百万円

有価証券勘定 　 　203

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金
　 △590

　    

現金及び現金同等物   14,471
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年12月１日

　至　平成22年５月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 68,075,552

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,145,263

　
　
３　配当に関する事項

該当事項なし
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)

　
繊維機械事業
(百万円)

工作用機器
事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,446 653 243 2,343 ― 2,343

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 1,446 653 243 2,343 (―) 2,343

営業損失（△） △1,106 △668 △233 △2,008 (―) △2,008

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

　
繊維機械事業
(百万円)

工作用機器
事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

6,258 1,058 255 7,572 ― 7,572

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 6,258 1,058 255 7,572 (―) 7,572

営業利益又は
営業損失（△）

1 △196 △26 △221 (―) △221
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

　
繊維機械事業
(百万円)

工作用機器
事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,795 2,089 475 5,360 ― 5,360

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 2,795 2,089 475 5,360 (―) 5,360

営業損失（△） △2,425 △871 △439 △3,737 (―) △3,737

(注) １　事業区分は内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業の主な製品

　(１)繊維機械事業………織機、準備機、繊維機械部品装置

　(２)工作用機器事業……工作機械アタッチメント、その他の機器

　(３)その他の事業………電装機器、鋳造品等

３　第１四半期連結会計期間より、当社の営業費用の一部について、従来各セグメントの規模に応じて配分するた

めに売上高比で配賦していたが、売上高の大幅な変動により、従来の配賦方法では各セグメントの規模と乖離

したものとなってきたため、内部管理上の配賦方法に準じた方法で各セグメントに配賦することに変更して

いる。これにより、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「繊維機械事業」で営業

費用及び営業損失が75百万円増加し、「工作用機器事業」で営業費用及び営業損失が91百万円減少し、「その

他の事業」で営業費用及び営業損失が16百万円増加している。

４　第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、通常の販売目的で保有する棚卸資産については、主とし

て個別法または移動平均法による原価法から、主として個別法または移動平均法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更している。これにより、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期

連結累計期間の「繊維機械事業」で277百万円、「工作用機器事業」で143百万円、「その他の事業」で５百万

円それぞれ営業費用及び営業損失が増加している。

５　第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）を適用するに際し、広告宣伝用資産に関する当社の計上区分の見直しを行った結

果、一部の広告宣伝用資産について棚卸資産から固定資産へ計上区分を変更している。

　　これにより、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「繊維機械事業」で12百万円、

「工作用機器事業」で14百万円、それぞれ営業費用及び営業損失が増加している。
　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

　
繊維機械事業
(百万円)

工作用機器
事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,361 1,787 503 12,652 ― 12,652

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 10,361 1,787 503 12,652 (―) 12,652

営業損失（△） △333 △583 △110 △1,027 (―) △1,027

(注) １　事業区分は内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業の主な製品

　(１)繊維機械事業………織機、準備機、繊維機械部品装置

　(２)工作用機器事業……工作機械アタッチメント、その他の機器

　(３)その他の事業………電装機器、鋳造品等

３　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間において、受注した契約に損失が見込まれ、重要性が増

したため、第１四半期連結会計期間より当該損失見込額を受注損失引当金として計上している。これにより、

従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「工作用機器事業」で１百万円、営業費用及

び営業損失が増加している。
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【所在地別セグメント情報】

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な支店がないため、その記載を省略している。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日)

　 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,155 142 54 5 1,357

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 2,343

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

49.3 6.1 2.3 0.2 57.9

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(１)　アジア…………中国、バングラデシュ他

　(２)　アメリカ………米国他

　(３)　ヨーロッパ……チェコ他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日)

　 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,072 199 15 4 6,291

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 7,572

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

80.2 2.6 0.2 0.1 83.1

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(１)　アジア…………中国、インド他

　(２)　アメリカ………米国他

　(３)　ヨーロッパ……イタリア他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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前第２四半期連結累計期間(自　平成20年12月１日　至　平成21年５月31日)

　 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,036 352 122 105 2,617

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 5,360

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

38.0 6.5 2.3 2.0 48.8

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(１)　アジア…………中国、バングラデシュ他

　(２)　アメリカ………米国他

　(３)　ヨーロッパ……チェコ他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年12月１日　至　平成22年５月31日)

　 アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 9,927 329 68 7 10,334

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 12,652

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

78.5 2.6 0.5 0.1 81.7

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(１)　アジア…………中国、インド他

　(２)　アメリカ………米国他

　(３)　ヨーロッパ……フランス他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末
(平成21年11月30日)

　 　

１株当たり純資産額 253.50円
　

　 　

１株当たり純資産額 271.08円
　

　
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年11月30日)

純資産額（百万円） 17,144 18,326

普通株式に係る純資産額（百万円） 16,206 17,330

差額の主な内訳（百万円）
　少数株主持分

 
938

 
995

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

63,930,289 63,932,248

　

２  １株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間 
(自　平成21年12月１日 
  至　平成22年５月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △57.36円

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載していない。

　

１株当たり四半期純損失金額（△） △16.37円

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載していない。

　

　
(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日 
  至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結累計期間 

(自　平成21年12月１日 
  至　平成22年５月31日)

四半期純損失（△）（百万円） △3,667 △1,046

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △3,667 △1,046

普通株式の期中平均株式数（株） 63,938,823 63,931,090

　
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間 
(自　平成22年３月１日 
  至　平成22年５月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △30.86円

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載していない。

　

１株当たり四半期純損失金額（△） △3.93円

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載していない。

　

　
(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年５月31日)

当第２四半期連結会計期間 

(自　平成22年３月１日 
  至　平成22年５月31日)

四半期純損失（△）（百万円） △1,973 △251

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △1,973 △251

普通株式の期中平均株式数（株） 63,936,956 63,930,617
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(重要な後発事象)

　該当事項なし

　

２ 【その他】

　該当事項なし
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年７月13日

津田駒工業株式会社

取締役会  御中

　

明澄監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    向    山    典    佐    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    塚    崎    俊    博    印

　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている津田

駒工業株式会社の平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年３月１日から平成21年５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年12月１日から平成21

年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、津田駒工業株式会社及び連結子会社の平成21

年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載の通り、会社は第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年７月12日

津田駒工業株式会社

取締役会  御中

　

明澄監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    向    山    典    佐    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    塚    崎    俊    博    印

　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている津田

駒工業株式会社の平成21年12月１日から平成22年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年３月１日から平成22年５月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年12月１日から平成22

年５月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、津田駒工業株式会社及び連結子会社の平成22

年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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